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はじめに

電磁パルス弾は、1962年に米国が上空400km
で核実験を行った際に偶然発見された現象を基
に提案されたのが始まりである。当時、上空で
起こった核爆発で発生した強力な電磁波によ
り、人の死亡や建造物の破壊は起こらなかった
が、爆発地点から半径30km 以内の通信網が使
用不能になり、半径1,200km 以内で通信障害が
起こった。この現象から、核兵器を使用せず強
力な電磁波を発生させることにより、非殺傷的
に攻撃可能な兵器、すなわち電磁パルス弾が考
えられるようになった１），２）。近年はインター
ネットや電波通信が防衛分野でも必須であるた
め、電磁パルス弾は物理的破壊によらない兵器
として着目されている。

電磁パルス弾の概要

電磁パルスは電子機器内部に侵入することで
機能に影響を及ぼす。電子機器内部に電磁パル
スが侵入する経路はフロントドアとバックドア
の２種類があり、電磁パルスがアンテナを経由
して電子機器内に侵入する経路がフロントド
ア、アンテナを経由しない経路がバックドアと

呼ばれる（図１）。
阻害効果は干渉、妨害、障害、破壊の４種類

に分類され、最も軽微な効果が干渉、最大の効
果が破壊である（表１）。

各種飛翔体に搭載し、敵部隊等の上空でパル
ス状の強力な電磁パルスを放射させることので
きるものが電磁パルス弾であり、上記の阻害効
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表１　阻害効果の分類３）

阻害効果
の分類 様　相

干　渉 電磁パルス照射時にのみ、わずかな影響が
ある

妨　害 電磁パルス照射後、効果は持続するが自然
回復が可能

障　害 回復に人手が必要

破　壊 回復にハードまたはソフト等の交換が必要

図１�　電磁パルスが電子機器内部に侵入する
経路
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果を利用して敵部隊の電子機器類を一時的（可
逆的）に無力化または恒久的（不可逆的）に故
障（破壊含む）させることが可能である。

近年、各種装備品には精密な電子機器や通信
機器等が多数用いられ、部隊の連接行動や情報
共有および個人行動把握に必要不可欠となって
いる。一方、これらの電子機器や通信機器等を
一時的に無効化させることができれば、我の作
戦行動が優位に進められる可能性が高い。また
電磁パルスは「パルスパワー」を用いたノンキ
ネティック対処とも呼ばれ、人員を殺傷するこ
となく戦局を優位に進めることができる可能性
を秘めた技術である。図２は電磁パルス弾の運
用イメージである。

パルスパワーのイメージ

水でモノを破壊するならば、蛇口から出る水
の勢い（パワー）よりもダムの放流で生じる水
の勢い（パワー）のほうが適している。同じよ
うに電子機器を故障させるには、強力なパワー
を持つ電磁波を照射する必要がある。ところ
が、そのようなパワーを持つ電磁波を長時間放
射するには、ダムのように大きいエネルギーを
蓄積できる装置が必要になり、飛翔体への搭載
は困難である。一方、サイズを小さくすると、
蛇口から出る水の勢いのように電磁波のパワー
も弱くなり、目的を果たせない。そこで小さい

エネルギーを圧縮し、大きいパワーを短時間放
出させるパルスパワーの技術を用いることで、
装置の小型化と強力な電磁波の両立を目指した
のが電磁パルス弾である。バケツに溜めた水を
ウォータージェットで一気に放出すれば、短時
間ではあるが、強力な勢いで水を放出できるイ
メージである（図３）。

電磁パルス弾の区分

電磁パルス弾は、その電源の方式によって電
気エネルギー方式と火薬エネルギー方式の２種
類がある（表２）。電気エネルギー方式は電気
回路用の部品を使用して電磁パルスを発生させ
るため、装置が故障しない限り照射を繰り返す
ことが可能、すなわち広範囲に電磁パルスを放

表２　電磁パルス弾の種類

区　分 電気エネルギー方式 火薬エネルギー方式

イメージ
図

長所

複数回の放射が可能
（広範囲へ放射また
は同一目標への累積
放射が可能）

電磁パルスの出力が
強い
（電気エネルギー方
式の数十倍以上が期
待できる）

短所 電磁パルスの出力が
弱い 放射は１回のみ

図２　電磁パルス弾の運用イメージと搭載モデル 図３　パルスパワーのイメージ
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射可能である。火薬エネルギー方式は爆薬を爆
発させて電磁パルスを発生させるため、一度し
か電磁パルスを放射できない一方、電気エネル
ギー方式の数十倍以上の出力を有する電磁パル
スを放射可能と見込まれている。陸上装備研究
所では電気エネルギー方式と火薬エネルギー方
式のいずれの研究についても取り組んでいると
ころではあるが、本稿では電気エネルギー方式
について解説する。

電気エネルギー型電磁パルス弾頭部
の構成

⑴　全般
電磁パルス弾頭部は種電源、主電源、電磁波

発生部および放射部の４部位で構成される（図
４）。

⑵　種電源
種電源は主電源を充電するための電源であ

る。種電源には、短時間で数多くの電磁パルス
を放射できるバッテリーが適している。バッテ
リーのエネルギー密度が大きいほど電磁パルス
を放射できる回数が多くなり、出力密度が大き
いほど電磁パルスを高頻度で繰り返し放射でき
るため、両者が大きいほどバッテリーの性能が
高い（図５）４）。しかし両者はトレードオフの
関係にあるため、使用用途に応じてバッテリー
が使い分けられているのが現状である（図６）。

⑶　主電源
主電源はパルス状の高電圧を発生させ、その

電圧を電磁波発生部に印加する部位である。主
電源の候補となる技術として、マルクス回路、
パルストランス、積重ね線路（stacked Blumlein 
generator）などが考えられるが、電磁パルス
の出力を大きくできるよう、高電圧を発生でき
る主電源が望ましい。その中で、当研究所がこれ
まで扱ってきたマルクス回路について説明する。

マルクス回路の基本は、同電圧で充電したｎ
個のコンデンサを直列に接続すれば、電圧がｎ

倍で出力されることにある。これは、V0の電
圧をｎ個直列接続すると出力電圧がｎ倍になる
のと同じである（図７）。回路は少し複雑であ
るが、二つに分けると理解しやすい（図８）。
マルクス回路を充電しているときは、各コンデ
ンサが抵抗を介して並列に接続されている形で
充電が完了して、スイッチがオンになると、各

図６　バッテリー性能とその使用用途４）

図５　市販バッテリーの性能分布図４）

Fuel Cell：燃料電池、LIB：リチウムイオン電池、NI-MH：ニッ
ケル水素電池、Lead-Acid：鉛蓄電池、EDLC：電気二重層キャ
パシタ、LIC：リチウムイオンキャパシタ

図４　電磁パルス弾頭部の構成
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コンデンサが直列に接続されている形となり、
出力の電圧が充電電圧のｎ倍になる。

⑷　電磁波発生部
電磁波発生部は主電源で発生したパルス状の

高電圧を受け、電磁波を発生させる部位であ
り、様々な手法が提唱されている（表３）。こ
こでは高出力電磁パルスの発生が期待でき、か
つ先行事例が多く当研究所でも検討している仮
想陰極発振について解説する。

電子源である陰極の付近に網目状の陽極を設
置すると、陰極から放出した電子が陽極に向
かって加速される。陽極が網目状のため、電子
は陽極を通過するが、一定以上進行した位置に
多数の電子が蓄積し、電子の集合体である仮想

陰極が形成される。発生する電磁波には、仮想
陰極の振動によるものと陰極と仮想陰極の間の
電子の往復運動によるものの２種類があると考
えられている（図９）。

図７　マルクス回路の原理 図８　マルクス回路

表３　電磁波の発生方式

名　称 仮想陰極発振５） 磁気絶縁発振６） ギャップ放電７）

図

出　力 高（～GW） 高（～GW） 中（数10MW）

周波数帯域 中 狭 広

技術的難度 難 難 易

図９　仮想陰極発振の概要図
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⑸　放射部
放射部を構成するアンテナには様々な種類が

ある８），９）。仮想陰極発振は真空管内で起こり、
また真空管は導波管の役目も果たすため、放射
部は導波管と接続できる形式が良い。導波管と
接続しやすいアンテナの候補にはパラボラアン
テナとホーンアンテナがある。小型化はホーン
アンテナが行いやすいため、当研究所ではホー
ンアンテナを採用している。

放射部は電磁波の放射方向を一定方向に絞る
ことで、電磁波の出力を増加させる。図10は、
原点 O に１Ｗの電磁波源を置いた時の電磁波
の放射の概略図である。電磁波は３次元的に空
間へ放射されるため、放射部が無い場合、原点
から距離 r だけ離れた点 a の放射密度は、放射
電力を球の表面積で割った１Ｗ/４πr2になる

（表４）。一方、利得が10倍（利得が10dBi）の
アンテナを設置すると、放射方向は狭まるが、

点 a での放射密度は10倍になる。点 a から原点
O を見ると、アンテナが無い状況下で10Ｗの電
磁波源が原点にあるのと同じ状態である。この
10Ｗがこの条件下での有効放射電力となる。そ
のため放射部で放射方向をどれだけ絞れるか
が、構造検討の要となる。

電磁パルス弾に関する各国の動向

電磁パルス弾については各国とも限られた情
報しか開示していないため、不明な点が多い。
表５に開示されている情報から作成した内容を
示す。

電磁パルス弾に採用している方法について、
米国10）～13）と日本は電気エネルギー方式と火薬
エネルギー方式の両方を、韓国は電気エネル
ギー方式を、他国は火薬エネルギー方式を採用

表５　各国の動向

国　名 採用している方法 構　　造 放射電力 装備品または開発品の
公表の有無

米国
電気エネルギー方式 不明 不明 有り

火薬エネルギー方式 爆薬発電機＋仮想陰極発振 不明 有り

ロシア14） 火薬エネルギー方式 爆薬発電機＋仮想陰極発振 不明 有り

中国15） 火薬エネルギー方式 不明 不明 有り

ウクライナ16） 火薬エネルギー方式 爆薬発電機＋磁気絶縁発振 2.4GW 以上 有り

イスラエル16） 火薬エネルギー方式 不明 不明 有り

韓国17） 電気エネルギー方式 マルクス回路＋仮想陰極発振 １GW 以上 無し

日本
電気エネルギー方式 マルクス回路＋仮想陰極発振 無し

火薬エネルギー方式 爆薬発電機＋仮想陰極発振 無し

表４�　アンテナ有無による放射密度と有効放射電
力の比較

アンテナ無し アンテナあり
（利得10dBi）

点 O の放射電力 １Ｗ

点 a の放射密度
１Ｗ

４πr2

10Ｗ

４πr2

有 効 放 射 電 力
（ 点 a か ら 見 た
点 O の見かけ上
の放射電力）

１Ｗ 10Ｗ

図10�　アンテナによる電磁波の放射方向と強
度の変化
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している模様である。米国、ロシア、中国、ウ
クライナ、イスラエルは装備品または開発品を
公表済みであり、技術的な遅れを防止するため
に日本も早急な技術開発が求められている。

まとめ

当研究所では、電気エネルギー方式に関して
は主電源にマルクス回路、電磁波発生部に仮想
陰極発振、放射部にホーンアンテナを搭載採用
した電磁パルス弾に取り組んでいる（図11）。
装備品または開発品を公表済みの諸外国から技
術的に遅れることを防止するために電磁パルス
弾の研究開発は急務であり、火薬エネルギー方

式と電気エネルギー方式を両輪とした電磁パル
ス弾の研究開発を加速させ、早期実用化に向け
た取り組みを推進しているところである。
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図11�　陸上装備研究所が取り組んでいる電磁パルス弾
の構成


